
市民提案型協働

「（仮称）新たな協働推進制度」イメージ（案）

行政提案型協働

「協働」の周知
市民活動団体向けの広報の発行や、講座等の実施 など

「協働」に向けた意見交換会
パートナー候補団体、協働希望課かい、
市民活動サポートセンター、市民自治推進課

「協働」に向けた事前打合せ
（協働希望団体と市民活動サポートセンター、市民自治推進課）
・どのようなことをしたいのか
・行政に求める役割

「協働」の研修
※座学＋ワークショップ形式など、協働をイメージできる研修に
※同時に「(仮)協働の種」の案も募集

「協働」に向けた事前打合せ
（協働希望課かいと市民自治推進課）
・どのようなことをしたいのか ・団体に求める役割
・どのような形態の協働を望むか→団体選定方法の検討
・どのような団体を望むか ・事業の位置づけ

「(仮)協働の種」の募集
総会シーズン６月を「(仮称)協働推進強化月間」とし、集中的に募集
※応募は、強化月間外でも通年受け付ける

「(仮)協働の種」の募集
※協働実績の照会と併せて照会をかけるが、応募は通年受け付ける
※市民自治推進課からも積極的な声かけ

「(仮)パートナー課かい」選定の相談
（市民活動サポートセンターと市民自治推進課）

周知

募集

具体化

多様な「協働」の実現

マッチ
ング

具現化

「(仮)パートナー団体」選定の相談
（市民活動サポートセンターと市民自治推進課）
※公募での選定とする場合は、周知の対象や方法等を相談

「協働」に向けた意見交換会
協働希望団体、パートナー候補課かい、
市民活動サポートセンター、市民自治推進課
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(協働)委託

市民活動団体等に対して
事業を委託する。

事業協力
市民活動団体等と市との
間で、お互いの得意分野
を出し合い協力する。

指定管理

市民活動団体等や地域組
織や指定管理者として施
設の管理運営を委ねる。

実行委員会

市民活動団体等と市とで構
成された実行委員会が主催
者となって、事業を行う。

共催

市民活動団体等と市
が主催者となって、
事業を行う。

「協働」の伴走支援

財源獲得支援
・クラウドファウンディング等の新たな財源獲得方法を
市民活動団体が実施するための支援

・民間、国・県等の補助金の活用のための支援

市民活動サポートセンターと市民自治推進課

関係構築支援
・適切な役割分担に向けたアドバイス
・協定書や仕様書等、取り決めの作り方に関するアドバイス

その他、必要に応じたフォローアップを行います。

令和元年１０月１７日
第４回市民活動推進委員会
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全体の大見出し

見出し用

枠なし見出し
枠内小見出し
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協働推進事業

１月
「協働」の周知

９～１２月
「協働」に向けた意見交換会

２月
「協働」に向けた事前打合せ

１１月
「協働」の研修

７月
「協働」に向けた事前打合せ

４～６月
「(仮)協働の種」の募集

１２～１月
「(仮)協働の種」の募集

7月
「(仮)パートナー課かい」
選定の相談

「（仮称）新たな協働推進制度」

協働事業

行政提案型協働 市民提案型協働

行政提案型

６月 テーマ提案課ヒアリング

５月 説明会・テーマ庁内募集

７～８月 庁議・テーマ決定

８月 行政提案型公募開始

９月 公募説明会

市民提案型

６～７月 制度説明会

８月 市民提案型公募開始

８月～９月 意見交換会

１０月末 事業企画提案締切

１２月上旬 公開プレゼンテーション

１２月下旬 実施事業内定

～３月 事業内容等調整

４月～３月 事業の実施
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(協働)委託

市民活動団体等に対して
事業を委託する。

事業協力

市民活動団体等と市との
間で、お互いの得意分野
を出し合い協力する。

指定管理
市民活動団体等や地域組
織や指定管理者として施
設の管理運営を委ねる。

実行委員会
市民活動団体等と市とで
構成された実行委員会が
主催者となって、事業を
行う。

共催

市民活動団体等と市
が主催者となって、
事業を行う。
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３月
「(仮)パートナー団体」
選定の相談

４～８月
「協働」に向けた意見交換会

「協働」の伴走支援

・関係構築支援
・財源獲得支援 等

令和２年度実施事業をもって廃止

令和３年度から運用開始

１年目事業 1,000万円
２年目事業 1,000万円

計 2,000万円 の枠内で採択・予算付


